
 
 

     
   地方の代表や有識者が参画する意思決定機関等のガバナンスのもとで、意思決定の透明性を 
  高め、効率的な運営を確保 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 地方公共団体が共同して住民基本台帳法等の規定による事務を処理
するため、地方公共団体情報システム機構を設置する（これに伴い指定
情報処理機関、指定認証機関は廃止）。 

○ 地方３団体（全国知事会、全国市長会、全国町村会）が選任する設立
委員が、総務大臣の認可を得て設立する。 

○ 機構は、住民基本台帳法、公的個人認証法及び番号法に基づく事務
を処理するほか、地方公共団体からの委託を受けた事務等を行う。 

○ 総務大臣は、機構に対し、報告・立入検査、違法行為等の是正の要求
等を行うことができる。 

代表者会議【意思決定機関】 

委員 地方三団体が選任する代表、有識者 
 → 議長（委員による互選）が会務を総理し、会議を代表 
議決事項：定款の変更、予算・決算、事業計画等 

経営審議委員会 
【審議機関】 

委員 外部有識者 
付議事項 
 予算・決算、事業計画等 

理事長 機構を代表し、業務を総理 
    副理事長、理事、職員の任 
    命等 

監事  業務監査 
    代表者会議等への意見提出 

執行機関 
  意見具申・ 
  調査審議 

  諮問等  

委員の任命 議案の議決、役員の任命及び解任 
報告の要求、違法行為等の是正要求 

組織 

地方公共団体情報システム機構法案の概要 
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